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第１ 消滅都市再論 
   

 空き家数の推移 820万戸(2013年)→2,150万戸(2033年) NRI予測 
 
第２ 一億総活躍政策の取組 
 

 「人」はもちろん、ハードも総活躍へ 
 コンパクトシティに向けて街なかでもハード面での充実が急務 
 災害対策の視点 

 
第３ 今後の取組 

１ 人口減少を背景に所有者不明の土地が増えてくることにより、地域コ
ミュニティ施設の整備、公共事業用地の取得、災害復旧、農地の集約化
等について、効果的な事業の実施が困難になることは深刻な課題。 

 
２ しかしながら、こうした課題について、国民の間で十分な問題意識が

醸成されているとは必ずしも言えない。 
 

３ したがって、まずもって実態を調査し状況を精査するとともに、広く
国民に知らせる必要がある。 

   また、実態を踏まえつつ、制度的課題の解決に向けた今後の方向性に
ついても、検討を開始する必要がある。 

   強い権利が利用を妨げているのか？ 
    地方自治体の取組と民間の創意工夫が活かされる制度インフラの構築

が必要。 
 
 ４ そこで、学識者（民法学者、行政法学者）、専門家、自治体関係者等に

より、当面下記の要領にて検討を行う予定。 
 検討内容 

   ①所有者不明の土地についての実態把握 
※ データが十分ではない場合、データ取得の方法論等についての検討 

   ②所有者不明の土地が拡大した場合のわが国の経済・社会への影響 
   ③土地制度及びその運用に関する課題、新たな仕組みの可能性 

以上 
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（備考）
国立社会保障･人口問題研究所「日本の地域別将来人口推計（平成25年3月推計）及びその関連データより作成。

３割以上５割未満減少, 
619自治体（34.4％）

３割未満減少, 
269自治体
（15.0％）

維持・増加, 15自治体（0.8％）

1万人未満
523自治体

（全体の29.1％） 1万人以上5万人未満
316自治体

（全体の17.6％）

5万人以上10万人未満
40自治体

（全体の2.2％）

10万人以上
17自治体

（全体の0.9％）

5割以上減少, 896自治体
（49.8％）

20～39歳女性人口の変化率でみた市町村数 20～39歳女性人口が 5割以上減少する市町村の
人口規模別にみた内訳

○人口減少の要因は、２０～３９歳の若年女性の減少と地方から大都市圏
（特に東京圏）への若者の集中の２点。

○推計によると、2040年には全国896の市区町村が「消滅可能性都市」に該当。
うち、523市区町村は人口が1万人未満となり、消滅の可能性がさらに高い。

全国1799市区町村
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2010→35年
０－６４歳
増減率

・・・１００％以上

・・・７０〜 １００％

・・・４０〜 ７０％

・・・１０〜 ４０％

・・・－１０〜１０％

・・・－１０〜ー２５％

・・・－２５〜ー４０％

・・・－４０％未満
全国平均ー２５．７％

２０年後の
０－６４歳人口は、
全国のほとんどの地域で
大きく減少する。
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2010→35年
７５歳以上
増減率

・・・１００％以上

・・・７０〜 １００％

・・・４０〜 ７０％

・・・１０〜 ４０％

・・・－１０〜１０％

・・・－１０〜ー２５％

・・・－２５〜ー４０％

・・・－４０％未満
全国平均 58.8 ％

２０年後の
７５歳以上の人口は、
全国のほとんどの地域で増加する。
特に、首都圏、中部圏、近畿圏で
顕著。
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※ 第９回社会保障制度改革国民会議（平成25年4月19日）高橋教授提出資料

都市部で進む「高齢化」

○ 今後、三大都市圏の高齢化が急速に進む。

○ 特に東京の近郊市の高齢化が顕著。
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